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社会福祉法人 一真会 
（地域密着型通所介護） 

炭酸の湯 ほっとデイ 花むつみ 

運 営 規 程 

 
（事業の目的） 
第１条社 会福祉法人一真会が設置する「炭酸の湯ほっとデイ花むつみ」（以下「事業所」
という。）が行う指定地域密着型通所介護の事業（以下「事業」という。）の適正な運
営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員及び看
護職員、介護職員、機能訓練指導員（以下「従業者」という。）が、要介護状態等にあ
る高齢者等に対し、適正な指定地域密着型通所介護事業を提供することを目的とする。 

 
（運営の方針） 
第２条 指定地域密着型通所介護の提供に当たって、要介護状態の利用者に可能な限り住み
慣れた地域での居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで
きるよう、さらに利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びにその家族の
身体的、精神的負担の軽減を図るために、必要な日常生活上の世話及び機能訓練等の介
護その他必要な援助を行う。 

２ 利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画
的に行うものとする。 

３ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるも
のとする。 

４ 事業の実施に当たっては、利用者の所在する市町村、居宅介護支援事業者、地域包括支
援センター、在宅介護支援センター、他の居宅サービス事業者、保健医療・福祉サービ
スを提供する者及び地域住民との連携に努めるものとする。 

５ 指定地域密着型通所介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な
指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等へ情報の提供を行う。 

６ 前各項に定めるもののほか、「横手市指定地域密着型サービスに関する基準を定める条
例」（平成２４年横手市条例第４０号）に定める内容を遵守し、事業を実施するものと
する。 

 
（事業所の名称等） 
第３条 事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 
（１）名称炭酸の湯ほっとデイ花むつみ 
（２）所在地秋田県横手市十文字町睦合字宿屋布 14 番地 8 
 
（職員の職種、員数及び職務内容） 
第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 
（１）管理者１名（従業者と兼務） 

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 
（２）従業者 

生活相談員１名以上 
介護職員１名以上 
看護職員１名 
機能訓練指導員１名（看護職員兼務） 
従業者は、事業又は予防事業の業務に当たる。 

・生活相談員は、事業所に対する指定通所介護又は総合事業通所介護の利用の申込みに
係る調整、他の従業者に対する相談助言及び技術指導を行い、また他の従業者と協力
して通所介護計画の作成等を行う。 

・介護職員は、送迎・入浴・食事介助等の日常生活上で必要な介護を行う。 
・看護職員は、利用者の健康管理及び心身状態の把握を行う。 
・機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練指導、

助言を行う。 
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（営業日及び営業時間） 
第５条 事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 
（１）営業日は、月曜日～金曜日とする。（年末年始(12/30～1/3)を除く） 
（２）営業時間は、午前９時３０分から午後４時３０分までとする。 
 
（利用定員） 
第６条 事業所の利用定員は、１日１０人とする。 
 
（指定地域密着型通所介護の内容） 
第７条 指定地域密着型通所介護の内容は、次に掲げるもののうち必要と認められるサービ
スとする。 

（１）入浴サービス 
（２）食事サービス 
（３）生活指導（相談・援助等） 
（４）機能訓練・レクリエーション 
（５）健康チェック 
（６）送迎 
 
（利用契約） 
第８条 事業又は予防・総合事業の提供の開始に当たっては、あらかじめ利用者及びその家
族等に対して面談の上、サービス利用契約書の内容に関する説明を行い、両者及び家族
の同意の下に利用契約を締結するものとする。 

 
（利用料その他の費用の額） 
第９条 事業所が提供する当該事業のその他の費用の額（以下「サービス利用料金」と

いう。）は、別紙サービス利用料金表のとおりとする。 
２ 指定地域密着型通所介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準
によるものとし、当該指定地域密着型通所介護が法定代理受領サービスであるときは、
利用者毎の負担割合証に記載された割合に応じた額とする。 

３ 前各項に掲げるもののほか、指定地域密着型通所介護において提供される便宜のうち、
日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させる
ことが適当と認められる費用については実費を徴収する。 

４ 前各項の利用料等の支払を受けたときは、利用料とその他の費用（個別の費用ごとに
区分）について記載した領収書を交付する。 

５ 指定地域密着型通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその家族に対
し、利用料並びにその他の費用の内容及び金額に関し文書で説明した上で、支払に同意
する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

６ 費用を変更する場合には、あらかじめ、前項と同様に利用者又はその家族に対し事前
に文書で説明した上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとす
る。 

７ 法定代理受領サービスに該当しない指定地域密着型通所介護に係る利用料の支払を受
けた場合は、提供した指定地域密着型通所介護の内容、費用の額その他必要と認められ
る事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付する。 

８ 事業者は、前項の規定により利用者が事業者に対して支払うべき金額を月ごとに
計算して翌月１５日までに利用者に請求し、利用者はこれを請求のあった日の属す
る月の翌月４日までに事業者が指定する方法で支払うものとする。 

 
（通常の事業の実施地域） 
第 10 条 通常の事業の実施地域は、横手市全域とする。 
 
（サービスの利用に当たっての留意事項） 
第 11 条 利用者が事業の提供を受けようとするときは、医師の診断や日常生活上の留意事
項、利用当日の健康状態を職員に連絡し、心身の状況に応じたサービスの提供を受ける
よう留意する。 
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（緊急時等における対応方法） 
第 12 条 従業者等は、事業を実施中に、利用者の病状等に急変、その他緊急事態が生じた
ときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなけれ
ばならない。 

 
（事故発生の防止及び発生時の対応） 
第 13 条 事業者は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講
じるものとする。 

（１）事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の
防止のための指針を整備する。 

（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が
報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する。 

（３）事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも
のとする。）及び従業者に対する研修を定期的に行う。 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 
２ 事業者は、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに、
市町村、入居者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じることとする。 

３ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するものとす
る。 

４ 事業者は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、
損害賠償を速やかに行うものとする。 

 
（衛生管理等） 
第 14 条 事業者は、利用者の使用する食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛
生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管
理を適切に行うこととする。 

２ 施設において、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げ
る措置を講じるものとする。 

（１）施設における感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委
員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね３
月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２）施設における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 
（３）施設において、従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための

研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する。 
（４）前３号に掲げるもののほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑わ

れる際の対処等に関する手順に沿った対応を行う。 
 
（虐待防止に関する事項） 
第 15 条 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措
置を講ずるものとする。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが
できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周
知徹底を図る 

（２）虐待防止のための指針の整備 
（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 
（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 
２ 事業者は、サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（入居者の家族等高齢者を
現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、
これを市町村に通報するものとする。 

 
（身体拘束） 
第 16 条 事業者は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わない。 
ただし、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない
場合には、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を記載した説明
書、経過観察記録、検討記録等記録の整備や適正な手続きにより身体等の拘束を行う。 
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２ 事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。 
（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果
について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るものとする。 

（２）身体的拘束等の適正化のためのマニュアルを整備する。 
（３）介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施する。 
 
（地域との連携等） 
第 17 条 事業所は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及
び協力を行う等地域との交流に努める。 

２ 事業所は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地
域住民の代表者、事業所が所在する市町村の職員又は事業所が所在する区域を管轄する
地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護について知見を有する者等により構
成される協議会（以下、この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむ
ね６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を
受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設ける。 

３ 事業所は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに当該
記録を公表するものとする。 

 
（秘密の保持） 
第 18 条 事業所は、業務上知り得た契約者、利用者並びにその家族に関する個人情報並び
に秘密事項については、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理
由がある場合、正当な権限を有する官憲の命令による場合並びに別に定める文書（個人
情報使用同意書）により同意がある場合に限り第三者に開示するものとし、それ以外の
場合は、契約中及び契約終了後においても第三者に対して秘匿する。 

２ 職員は業務上知り得たお客様またはその家族の秘密を保持しなければならない。また、
職員でなくなった後においても、これらの秘密を保持するものとする。 

 
（苦情対応） 
第 19 条 事業所は、提供した事業に関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するた
め、苦情受付窓口の設置その他必要な措置を講じるものとする。 

 
（非常災害対策） 
第 20 条 非常災害時に適切に対応するため、非常災害対策に関する具体的な計画を定める
とともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。 

 
（業務継続計画の策定等） 
第 21 条 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供
を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以
下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる
ものとする。 

２ 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び
訓練を定期的に実施するものとする。 

３ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更
を行うものとする 

 
 
（その他運営についての留意事項） 
第 22 条 事業所は、従業者等の質的向上を図るための研修の機会を定期的に設けるものと
し、また、業務体制を整備する。 

２ 事業者は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保
険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者
を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講
じるものとする。 
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３ 事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な
言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも
のにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措
置を講じるものとする。 

４ 事業所の会計は他の会計と区別することとし、毎年 4 月 1日から翌年の 3月 31 日の会
計期間とする。 

５ 事業所の運営規程の概要、従業者の勤務体制、サービスの選択に必要な重要事項を見
やすい場所に掲示する。 

６ 事業所は、設備、備品、職員、会計に関する諸記録を整備する。また、サービス計画、
サービス担当者会議の記録、その他のサービス提供に関する記録を整備するとともにそ
の完結の日から５年間保存する。 

７ この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は、社会福祉法人一真会と事業所
の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 
（改正） 
第 22 条 この規程の改正・廃止するときは社会福祉法人一真会理事会の議決を経るものと
する。 

 
 
附 則  
 この規程は、平成２８年４月１日より施行する。 
令和５年１月１日 改正（事故発生･衛生管理･虐待防止･業務継続計画等追加） 
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（別紙）            炭酸の湯 ほっとデイ 花むつみ        （R6.6.1 現在） 

＜サービス利用料金＞ 

１.介護保険サービス                                                
(１)地域密着型通所介護                                               単位：円  
 

区 分 ３時間以上 
４時間未満 

４時間以上 
５時間未満 

５時間以上 
６時間未満 

６時間以上 
７時間未満 

７時間以上 
８時間未満 

８時間以上 
９時間未満 

基 

本 

部 

分 

要介護１ 
１割 416 436 657 678 753 783 

２割 832 872 1,314 1,356 1,506 1,566 

３割 1,248 1,308 1,971 2,034 2,259 2,349 

要介護２ 
１割 478 501 776 801 890 925 

２割 956 1,002 1,552 1,602 1,780 1,850 

３割 1,434 1,503 2,328 2,403 2,670 2,775 

要介護３ 
１割 540 566 896 925 1,032 1,072 

２割 1,080 1,132 1,792 1,850 2,064 2,144 

３割 1,620 1,698 2,688 2,775 3,096 3,216 

要介護４ 
１割 600 629 1,013 1,049 1,172 1,220 

２割 1,200 1,258 2,026 2,098 2,344 2,440 

３割 1,800 1,887 3,039 3,147 3,516 3,660 

要介護５ 
１割 663 695 1,134 1,172 1,312 1,365 

２割 1,326 1,390 2,268 2,344 2,624 2,730 

３割 1,989 2,085 3,402 3,516 3,936 4,095 

加 

算 
部 

分 

加算内容 単位 １割 ２割 ３割 
入浴介助加算   Ⅰ 
                  Ⅱ 

日 
日 

40 
55 

80 
110 

120 
165 

生活機能向上連携加算  Ⅰ 
                       Ⅱ 

月 
月 

100 
200 

200 
400 

300 
600 

個別機能訓練加算 Ⅰイ 
                  Ⅰロ 
                  Ⅱ 

日 
日 
日 

56 
85 
20 

112 
170 
40 

168 
255 
60 

ＡＤＬ維持加算 Ⅰ  
        Ⅱ 
                Ⅲ 

月 
月 
月 

30 
60 
3 

60 
120 
6 

90 
180 
9 

認知症加算 日 60 120 180 
若年性認知症利用者受入加算 日 60 120 180 
口腔・栄養ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ加算 
※6か月に一回限り 

 Ⅰ 
 Ⅱ 

月 
月 

20 
5 

40 
10 

60 
15 

科学的介護推進体制加算 日 40 80 120 
中山間地域等サービス提供 日 所定単位数の５％ 
サービス提供体制強化加算 Ⅰ 
                          Ⅱ 
                          Ⅲ 

日 
日 
日 

22 
18 
6 

44 
36 
12 

66 
54 
18 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 月 所定合計単位数＊９．２％＝利用料 
※送迎を必要とされない場合は▲４７円となります。 
※加算部分の①～③は、積算金額の１～３割が利用者負担額となります。 
※その他の加算項目については介護保険法に準拠します。 
※加算については要件に合致した加算のみに算定されます。 
※上記の利用者負担額の１～３割については、ご利用者の負担割合証に記載された割合に応じた
額となります。 
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２.介護保険サービス以外 

項 目 単位 料  金 
食 費 １食  ６１５円 
おむつ代 個  実費（持参されない場合） 
レクリエーション費   実費（特別な材料費等の場合） 
通常の事業実施地域を越える送
迎費用   通常の実施地域を越えての送迎については、実費を頂

く場合があります。 
※利用料金は、１ヶ月ごとに計算し翌月１０日過ぎに請求書を発行します。原則として口座より
自動引き落とし（請求書到着月の翌月４日）とさせて頂きます。 
 引き落とし事務手数料（１２０円）は利用者様負担となります。 
 


